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第 4 章判例の分析

研究ノート( 1 )では、学説上の議論を中心に国際法における「結果

の義務」および「行為の義務」の受容の過程を追った。( 1 )の第 3 章

では、近年の判例の傾向を踏まえたうえで、「結果の義務」および「行

為の義務」の概念を詳しく分析した上で一定程度の有用性を認める近年

の論者が存在することが確認できた。

本稿(2 )では、判例の分析を通じて、国際法における同概念の現代

的位置づけを整理するO なお、本稿の用語の定義として、国連国際法委

員会(以下、 ILC) において Ago が提案した定義と、 Civil Law 由来

の定義の二種類を区別するため、 Ago が提案したいわゆる「結果の義

務J I行為の義務」概念をそれぞれ「特定の結果の達成を要求する義務J

「特定の事態態様を採用する義務」と呼ぶものとする。

研究ノート( 1 )にて詳述したとおり、 ILC における第一読草案の分

析過程において特別報告者 Crawford は、「結果の義務J I行為の義務」

の区別を様々な文脈から批判した。その中でも Crawford は、「結果の

義務J I行為の義務」概念が、実際の判決の理由形成になんら影響を及

ぼしていないという主張をするにあたって、以下のように述べたのちに

考察を行っている。

Civ) 国際判例法における行為の義務および結果の義務の区

別について

60. 20-21条に対する[各国政府からの]冷淡な反応を考慮

すると、問題となるのは、裁判所がこれにもかかわらず、実際

の事例を判決するにあたって、この区別を有用だとみなしてき

たか否か、ということになる。実行においてこれらの条文は、

ごくたまに言及されてきたにすぎなし 1。例えば行為の義務と結

果の義務の区別は、在テヘランアメリカ大使館事件において何
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ら注目されなかった。しかし少なくともある程度までこの区別

を用いた例として、 3 つの例を挙げることができる。

この後 Crawford が挙げたのは、 Colozza 事件(欧州人権裁判所)、

シシリー電子工業株式会社事件(以下、 ELSI 事件) (国際司法裁判所

(以下 ICJ))、イラン対アメリカ Case Nos.A15(IV)and A24事件(イ

ラン・アメリカ請求権裁判所)の 3 つである。

本稿ではまず第一節において、 Crawford の挙げたこれらの判例およ

び Crawford による判例の評価を分析する。

また( 1 )より、近年の判例の傾向を踏まえた上で「結果の義務」

「行為の義務」の区別の有用性を認める Wolfrum は、 OSPAR 条約第

9 条の情報アクセス権に関する事件(常設国際仲裁裁判所(以下、 PC

A))、およびアヴェナ対メキシコ事件判決解釈請求事件(ICJ) を検討

している。また Gautier は、防止の義務と「行為の義務」との関連性

を分析する際、ジェノサイド条約の適用に関する事件判決(ICJ)、お

よび前述の OSPAR 条約第 9 条の情報アクセス権に関する事件に触れ

ている。また Economides は、直接判決内において「結果の義務J I行

為の義務」に言及された事例ではないが、ドイツの対外債務に関する仲

裁判決(ギリシャ対ドイツ請求権裁判所)に言及しているO よって第 2 節

においては、以上の判例および判例を踏まえた各論者の評価を分析する。

また近年、国際海洋法裁判所(以下、 ITLOS)が「結果の義務J I行

為の義務」について、「確保する義務」に関連した言及を行っている。

これら ITLOS の言及も新たな「結果の義務J I行為の義務」に言及さ

れた例として、検討の価値があるため、第 3 節では、 ITLOSにおける

勧告的意見を分析するO

第 5 章では、以上の判例分析の結果を整理し、まとめを行う。
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第 1 節 Crawford の挙げた 3 つの判例

前述のとおり Crawford は、 ILC の国家責任条文案の検討作業におい

て、「結果の義務J I行為の義務」区別が判決の判断形成を左右していな

いものと評価した。以下では、参照された 3 つの判例について順次検討

を加えていく。

( 1) Colozza 事件

Colozza 事件とは、欧州人権裁判所において、イタリア国籍 Giacinto

Colozza が、欧州人権条約第 6 条(1) (公正な裁判を受ける権利)に基づ

き、イタリアの同条義務違反を争った事件である。

Colozza はイタリアに居住するイタリア市民であり、 1972年 6 月 20 日、

詐欺行為を含む複数の罪を犯したとして、イタリア憲兵隊 (carabinieri)

によってローマ検察庁へと上申された (reported) が、 Colozza の住居

が変更されており、かっこれが市役所へ届けられていなかったため、司

法通知 (judicial notification) および召喚通知が Colozza へ送達され

なかった。

これにより Colozza は、裁判において、訴追を故意に逃れた人物を

指す“逃亡者 Oatitante)"と扱われ、 6 年の懲役および60万リールの

罰金が科せられた。

1977年 5 月 20日、検察は逮捕状を発給し、その後 9 月 24日、ローマに

おいて Colozza は逮捕された。その後 Colozza は 1977年 9 月 23 日から

有罪判決を受けるまで拘留され、獄中で1983年12月 2 日に死亡した。

Colozza は死亡の前、 1980年 5 月 5 日に欧州い、権委員会 (Commission)

(以下、委員会)に申立てを行い、欧州人権条約第 6 条および第13条違

反の存在がある旨を主張した。 Colozza は欧州人権条約第 6 条について、

彼に対して行われた手続きを認識することができず、それによって実質

的かっ効果的な方法で防御を行うことができなかった、と主張する。ま

た Colozza は第 13条にもとづき、ローマ地方裁判所の判決に対する
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“効果的救済 (effective remedy)" がなされたなかった旨を主張した。

委員会は1982年 7 月 9 日、 Mr.Rubinat の請求と Colozza の請求を統

合し、第 6 条についてのみ請求の受理可能性を認め、 1983年 5 月 5 日の

報告書において、委員会は全会一致で第 6 条(1)の違反を認めた。

論点となったのは、第 6 条(1)の“すべての者は、刑事上の罪の決定の

ため(…)公正な公開審理を受ける権利を有する"旨の規定に照らして、

本件における、居所不明の人物に対する通知手続き、および“逃亡者"

に対して適用される当事者欠席の審理手続きが、 Colozza の権利を侵害

したか否かである O

本件において裁判所は、“締約国が、第 6 条(1)によって保障される権

利が、有効に享受されることを確保するために行使せねばならない注意

が払われていた状況とは判断しがたし，"として、イタリア政府の同条違

反を認定した。

Crawford により本判決が「結果の義務J I行為の義務」の概念に依

拠したとされるのは、以下の部分である。

“締約国は、国内法体制が[欧州人権条約]第 6 条(1)の要件に合致す

ることを確保するための手段選択という点に関して、広い裁量を享有す

る。(…)裁判所の任務は、締約国に対して手段を指示することではな

く、条約によって求められる結果が達成されたか否かを決定することで

ある(…)このため、国内法に従って入手可能な手段 (resources) が

彼に対して効果的に示されねばならず、かっ Colozza のような状況に

ある「刑事上の罪で訴追された」人物に対しては、彼が違法を犯す意図

がなかったこと、裁判の欠席が不可抗力であったことについて立証責任

が課せられてはならない" (下線、筆者加筆)。

Crawford は Tomuschat の論文に依拠しつつ、当該判断は単純に結
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果と手段を比較したものではなく、むしろイタリア当局が Colozza の

権利を“効果的"なものにできたか否かについて分析を行っている、と

批判し fこ O

また Crawford は、欧州人権条約第 6 条(1)に組み込まれた結果の義務

が、「本人が出廷する裁判に対し効果的な権利を提供するという義務」

として表現されうるのが正しいとしても、これは単純に決定されるべき

問題を構成しなおしただけである、とも述べて Ago の立場を批判して

いる。

本件における「結果の義務J I行為の義務」の区別について、まず義

務の性質を示す法概念上の用語として“結果"および“手段"への言及

がなされていたかについで慎重な判断を要する。本件の欧州人権裁判所

による判断をあえてCivil law 由来の「結果の義務J I行為の義務」概

念か、あるいは「特定の結果の達成を要求する義務J I特定の事態態様

を採用する義務」概念かという区別であらわせば、 判決が義務履行に

関して国家の裁量に触れていること、および、結果達成の判断についてと

りわけ述べていることから、 Civil law 由来の「結果の義務J I行為の

義務」概念に依拠していると判断されるO

Crawford による判例の選定および批判の内容は、本稿注 8 で挙げら

れる Tomuschatの論文に依拠したものである。 Tomuschat の論文は、

欧州人権裁判所における「特定の結果の達成を要求する義務J I特定の

事態態様を採用する義務」の有用性を批判するものであり、 Colozza 判

決については、判決が単なる結果と義務内容の不一致から判決を導いた

わけではないことを批判する内容である。後述するとおりこの批判は、

裁判所が判決を下すさい、常に国際義務の性質が「結果の義務J I行為

の義務」というこつに区別され、その判断が判決の結果に重要な役割を

演じてきたわけではない、という批判であって、判例において全く「結

果の義務J I行為の義務」概念が使用されてこなかったという批判では

ないことに留意する必要があるO
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(2) ELSI 事件(および Schwebel 判事の反対意見)

ELSI 事件においては、イタリアの電力部品メーカーである「シシリー

電力会社 (ELSI) J が、会社の所在する Palermo 市市長によって徴用

およびその後破産した事例について、 ELSI の親会社であるレイソン社

のある米国が、 1948年の友好通商航海条約(以下、 FCN 条約)および

1951年の追加協定上の義務違反をめぐり ICJ の特別裁判部へ提訴した

事例である。本件特別裁判部には、 Ago が判事として参加している。

本件においてとりわけ問題になったのは、締約国の差別的・ 25意的行

為を禁止した 1951年追加協定 1 条について、 Palermo 市市長による徴

用がこれに違反したか否か、であった。追加協定第 1 条は、“締約国の

国民、会社、組織は、締約国であるその他の国家の領域において、窓意

的 (arbitrary) あるいは差別的 (discriminatory) な措置の対象とな

らない"旨を定める O

イタリアの国内裁判所において、当該会社の徴用はイタリア法のもと

で違法であると宣言され、徴用の損害は裁定された。しかし米国は、当

該徴用がこれに続く同社破産の誘因になっており、破産に関する損害が

前述の裁定に含まれていなかった、と主張した。

1989年 7 月 20日、特別裁判部は、当該徴用について差別性および怒意

性について検討したのち、怒意性について“正当な法の手続きの意図的

な無視や法の妥当性に関する感覚に明白に反するなど、(…)単なる法

の違反以上のものであって、法の支配そのものに反するようなものでな

ければならない"と述べ、イタリアは米国との「友好通商航海条約」に

違反していない、と判断した。

本件の判決本文中には、「結果の義務J r行為の義務」の用語は出現し

ない。 Crawford が国家責任条文の第一読草案検討作業中に言及したの

は、本判決に対する Schwebel判事の反対意見である。
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CSchwebel 判事の反対意見)

Schwebel 判事は、判決中の怒意性に関する判断手法について、反対

の結論を含むあらゆる推定を可能にするものであると批判しているO

Schwebel は、追加協定の第 1 条について、“三塁意的あるいは差別的な

措置の対象に[追加協定で定められるような]会社を対象としてはなら

ない、という特定の義務の目的が、非常に明白に定められているO しか

しながら、この目的を達成する特定の手段は定められていない。よって、

(…)第 1 条の義務は、外国人の身体および財産の保護に関する国際条

約の義務は通常このようなものであるように、手段の義務 Cof means) 

ではなく、結果の義務 Cof result) である"と述べる(角括弧内、波

線加筆)。

そして“本件において、イタリアは特定の結果を達成しなかった"と

して意見を構成している。

当該反対意見では国家責任条文案第一読草案の第20条および第21条が

全文引用され、また随所でコメンタリにも言及がなされる。加えて当該

反対意見では、当局の違法行為が国内法体制によって救済された結果、

国際責任を解除する、という第一読草案における Ago の立場が踏襲さ

れており、十分な救済がイタリア国内裁判所においてなされなかった、

という反対意見の結論を導くにあたって非常に重要なオーソリティを提

供している。

一方 Crawford は、当該反対意見が全面的に国家責任条文案に依拠し

た結果、多数意見と逆の結論を導いたこと、および追加協定の文言が目

的を設定するだけではなく、“怒意的"あるいは“差別的"な措置を一

般的に禁止しているように読める、という点、さらに、多数意見が同じ

判決を扱う上で全く同概念に依拠せずに判決を導いているという点から、

Schwebel 判事の反対意見、および「結果の義務J I行為の義務」概念の

有用性を批判する。
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Schwebel 判事の反対意見に含まれる「結果の義務J I行為の義務」概

念は、明らかに国家責任条文案第一読草案に依拠しており、すなわち

Ago の主張した「特定の結果の達成を要求する義務J I特定の事態態様

を採用する義務」であるといえるO

本件における Crawford の「結果の義務J I行為の義務」概念に関す

る批判は、多数意見が同概念に依拠せずとも判決を導いているというも

のである O この点から Crawford は、国際義務の性質を裁判所が判断す

る際、「必然的に」同概念が判断されているのか、という点に着目して

いることが読み取れる。

( 3 )イラン・アメリカ請求権裁判所 Case Nos.A15(IV)and A24事件

本件は、 1979年11月 4 日に発生した在テヘラン人質事件、および同年

11月 29 日の同事件の ICJ 付託および1980年 5 月 24 日の判決のあと、イ

ランおよびアメリカの交渉の末に妥結したアルジェ合意にもとづいて設

立された請求権裁判所による判決である。本件は、アルジェ合意におけ

る一般原則 B (政府間請求)にもとづき、イランが米国に対して、“米

国国内裁判所において、イランおよびイラン国営企業に対して提起され

た、米国民および米国機関によるあらゆる法的手続きを終結させる"旨

の米国の義務、および“義務的な仲裁へ当該請求の終結を付託する"義

務の違反があったか否かを争った仲裁裁判である。

米国は係属中の事件を終結させるどころか、これを延期させるよう働

きかけていた。この延期は、イラン-米国請求権裁判所における仲裁手

続きにおいて、請求の管轄権が認められない旨の判決が下されてはじめ

て解除されるものであった。

米国は、当該係属事件の延期措置は、利用可能な実際的手段であると

いう理由からとられたのであって、法手続きの終結と、一般原則 B にも

とづく請求との関係から判断して、米国のアプローチは合理的であると

主張した。
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両当事国とも、請求中「結果の義務J I行為の義務」という用語を使

用していない。

仲裁は、請求権解決宣言 CGeneral Declaration) の解釈に関して、

訴訟の終結義務は、自国国の管轄権に属する事例のみに適用されるもの

であるが、管轄権内の事例を終結させる義務は、手続の停止によるのみ

では充足されなかった、と判示し、米国の義務違反を認定した。

判決において仲裁は、以下のように述べている。

“仲裁は、(…)一般原則 B にもとづく義務は一般的にいって、“結果

の"義務であり、“行為"あるいは“手段"の義務ではない。(…)その

他の条約によって合意されないかぎり、一般国際法は、国家に対して、

自国の管轄下における国際義務を履行する手段選択を許容しているo C…) 

しかしながら、国家の国際義務履行の手段選択に関する自由は、絶対的

なものではなし 1。選択される手段は、国家の国際義務を履行するために

適切なものでなくてはならず、かっ合法的なものでなければならない"

Crawford によれば、当該判決は 3 点を指摘することが可能である。

1 点目は、“仲裁が、国家責任条文案第一読草案第20条、第21条のコ

メンタリにおいて想定されたような行為と結果の義務の区別を採用した"

点である。 2 点目は、“仲裁が、もっぱら関連協定の文脈およびその主

旨および目的の解釈によって結論に至った"という点である。 3 点目は、

“仲裁の決定は、仮に問題の義務が行為の義務であって、結果の義務で

はないものと分類されなかったとすれば、実質的になんらかの違いを生

じたようには思えない"という点〔である。

以上 3 つの判例の検討によって、 Crawford は以下のように分析を終

えている。
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“当該検討が示すのは、行為の義務と結果の義務の区別は、義務の分

類手段として使用されうるが、しかしそれは一貫性を持って使用されて

いないということである o (…)この区別は一定の場合において、[国家

の裁量がどの程度認められうるか lこついての]結論の表現に役立たせる

ことができる。ただし、これが結論を導くために役立つか否かは、別の

問題である"。

第 2 節近年の学説が言及する判例

第 2 節では、研究ノート( 1 )で挙げた論者によって検討材料とされ

た、比較的近年の判例を分析していく。上述のとおり、近年の判例の傾

向を踏まえた上で「結果の義務J I行為の義務」の区別の有用性を認め

る Wolfrum は、 OSPAR 条約第 9 条の情報アクセス権に関する事件

(常設国際仲裁裁判所(以下、 PCA))、およびアヴェナ対メキシコ事件

判決解釈請求事件(ICJ) を、また Gautier は、防止の義務と「行為の

義務」との関連性を分析する際、ジェノサイド条約の適用に関する事件

判決(ICJ)、および前述の OSPAR 条約第 9 条の情報アクセス権に関

する事件を、また Economides は、直接判決内において「結果の義務」

「行為の義務」に言及された事例ではないが、ドイツの対外債務に関す

る仲裁判決(ギリシャ対ドイツ請求権裁判所)に言及している。第 2 節

においては、以上の判例を分析するO

(1) OSPAR 条約第 9 条の情報アクセス権に関する事件

本件 OSPAR 条約第 9 条の情報アクセス権に関する事件とは、イギ

リスの燃料会社 BNFL が Sellafield において建設した再処理核燃料施

設(以下、 MOX 工場)により、アイルランド海の汚染を懸念したアイ

ルランドが、北東大西洋海洋環境保全に関する条約(以下、 OSPAR

条約)第 9 条にもとづき、情報を開示するよう英国を訴えた事件である。

アイルランドと英国は共に欧州原子力共同体(以下、 EURATOM)
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の加盟国であり、英国は自国の判例法にもとづいて、 EURATOM の指

針80/836'こしたがった電離放射能の放出を伴うあらゆる活動を正当化

する国内法上の義務を負っていた。アイルランドは英国が国内当局向け

に作成した文書の完全な開示を再三要求していたが、英国はこれに応じ

なかった。

アイルランドは当初、工場建設の差し止めを求め国際海洋法裁判所

(以下、 ITLOS) へ暫定措置命令の要請を行ったが、却下された。

以上の事実を背景として、アイルランドは OSPAR 条約第32条の仲

裁裁判付託条項にしたがい、 2001年 6 月 15 日、仲裁裁判所の設立を提起

した。一方英国は、裁判所の管轄権自体を否定した。

仲裁裁判所は本件管轄権の受理可能性を認定し、一方でアイルランド

の請求する情報は OSPAR 条約第 9 条(2)に該当しないため、英国は同

条違反を関われない旨の判断を行った。

「結果の義務J I行為の義務」の区別は、原告であるアイルランドの

主張および、仲裁の意見に含まれる。アイルランドは、以下のような文

言で OSPAR 条約第 9 条(1)の規定の解釈を主張した。

“‘自国の権限当局が'、一定の情報を‘入手可能な状態にするよう

義務付けられることを確保する (ensure) ，条約加盟国の義務につき、

この規定は‘結果の義務 (obligation of result)' を構成するのであっ

て、イギリスが申し立てた、“情報公開のための国内的規律制度を提供

する"義務ではない(波線加筆)。

この主張に対して、仲裁は以下のように述べているO

“ [OSPAR 条約第 9 条の規定の解釈について、]結果を“確保する"

という要件の表現を、より低いレベルの、すなわち当事国の国内を通じ

て、規定された結果を得るためのレジームあるいは制度構築の表現であ
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るとして受け入れることは、(…)許容できない解釈を適用することに

なってしまうように思われる"。

すなわち一部アイルランドの主張に同意しつつ、また別の箇所でも、

(…)仲裁は、第 9 条(1)が、単純に、要求された結果を達成するため、

国内法レジームへの[情報]アクセスを単に提供する義務というよりか

は、結果の義務を課しているよう、慎重にレベルを設定しているように

思える(波線加筆)。

と述べている。このように仲裁は、 OSPAR 条約第 9 条(1)の文言の表現

がどのレベルでの目的達成を課しているのかについて、条文の目的と照

らし合わせて解釈を行っている。この結果として仲裁は、 OSPAR 条約

第 9 条が定める“情報公開"とは国内手続きの充足であって、国家間請

求を念頭においたものではないと判断した。

本仲裁判断における「結果の義務J r行為の義務」概念は、結果の義

務のみが引用されている。義務違反の発生について結果が達成されない

場合のみが想定されていることから、本件は Civil law 由来の「結果の

義務J r行為の義務」であるといえる。

本仲裁判決を引用した Wolfrum は、「結果の義務J r行為の義務」の

区別が、アカデミックな概念であるばかりではなく、実際の判決において

も機能している例のーっとして本件を挙げている o Wolfrum は、本件で

仲裁裁判官を務めた Michael Reisman 教授は、その宣言 CDeclaration) 

において、 “イギリスは関連情報を得る可能性を提供する国内レジーム

を構築することのみが義務付けられていたのであるから、関連規定は、

結果の義務というよりかは、行為の義務として考慮されるべきであった、

という見解を示した"と解釈している。
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( 2 )アヴェナ対メキシコ事件判決解釈請求事件

2003年 1 月 9 日、メキシコは、メキシコ国籍を持つアヴェナを含む数

十名が、外国人の取扱いを定めた領事関係条約第36条違反の取扱いを受

けたうえ、死刑判決を受けたとして、 ICJ に米国を提訴した当該提訴と

同時に、メキシコは同事件について、前述のメキシコ国民へ死刑が執行

されないよう、 ICJ に仮保全措置命令の要請を行った。そして2003年 2

月 5 日、 ICJ はメキシコの請求に基づき、メキシコ国民たる被告人が死

刑執行されないことを保証するため、必要なすべての措置をとらなけれ

ばならない旨の仮保全措置を指示した。また2004年 3 月 31 日の本案判決

において、 ICJ は領事関係条約第36条の各規定に関して、アメリカの義

務違反を認定した。当該判決では、メキシコ国民それぞ、れの事例につき、

再審および再検討を通じて義務違反を回復する旨が判示された。

その後メキシコは、アメリカとメキシコとの聞に、 2004年 3 月 31 日の

アヴェナ事件本案判決主文(9)の範囲及び、意義について、根本的な紛争が

生じたとして、 2008年 6 月 6 日、 ICJ に対して2004年 3 月 31 日のアヴェ

ナ事件本案判決の解釈要請を行った(本件事件)。結果として本件はメ

キシコによる解釈要請が ICJ 規程60条に定められる要件を満たさない

として退けられた。しかし ICJ は、メキシコの主張を検討するなかで、

2004年 3 月 31 日のアヴェナ事件本案判決文中米国に課せられた義務の性

質について、「結果の義務J 概念を用いて理由付けを行っている。

本件において争点、となった2004年 3 月 31 日のアヴェナ事件本案判決パ

ラグラフ 153，主文(9)は、以下のように述べている。

“本件における適切な原状回復は、アメリカ合衆国が、自らの選択し

た手段により(…)当該メキシコ国民の有罪判決および罪状を再審およ

び再検討を行う義務を構成する"。
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本件では当該パラグラフが結果の義務であることについて、当時国間

には合意があったものの、その意味と射程に関して争いがあった。すな

わちメキシコは、以下のように主張している。

“ [2004年に ICJ が下した]アヴェナ判決のパラグラフ 153(9)にもとづ

き米国が負う義務は、米国が‘判決および罪状の審査および再考'を行

わなければならない一方で、‘その手段を自ら選択する'余地が与えら

れていると判示した [2004年の]判決により明確に述べられていること

から、 “結果の義務を構成する" (下線筆者加筆)。

米国は、当該パラグラフ 153(9)の義務が結果の義務であることを争っ

ておらず、メキシコの要請した文言の意味および、射程について、解釈の

相違は存在しない、と述べていた。

しかし ICJ はこれらの結果の義務の部分について、 “両当事国が、

結果の義務の意味および射程、とりわけ結果の義務がアメリカ合衆国の

連邦当局および州当局によっても共有されるのか否かに関して、異なる

見解を有している"ことを認めつつ、本件の管轄権を判断するにあたり、

「メキシコ国民に対する有罪判決および罪状の審査および再検討」が、

「結果の義務」の射程に入るか否か、という両当事国の立場の相違が、

ICJ 規程第60条に該当するかについて検討を行い、メキシコの請求を退

けている。

Wolfrum は当該事件について、“特定の国際義務の適切な分類が、

国家の責任に影響を及ぼした"ことを説明する例である、と述べている。

本件における「結果の義務J I行為の義務」は、「結果の義務」が米国が

手段を選択する余地が与えられている点において、 Civil law 上の「行

為の義務J I結果の義務」である。

本件に関する Wolfrum の考察において重要であるのは、“過去に国

際司法裁判所は、一定の範囲でその意味を修正しながら、これらの用語
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をより頻繁に使用してきた"と述べて、意味の変化を指摘している点で

ある。 Wolfrum は、“本稿は、(…)国際義務は、もっぱら行為の義務

あるいは結果の義務として適切に分類されうるか否か、あるいは、さら

なる分類が要求されているか否か、および、問題となっている国家責任

や、国際裁判所あるいは仲裁の役割に関して、このような分類からどち

らの結論が導かれるべきか、という問いに対して貢献するという目的を

持つ"と述べているため、 Ago の定義を批判した Crawford が、「国家

責任を導くためにこのような分類が必須か否かJ という点に着目してい

たことと比較すれば、 Wolfrum のほうがより広い視点から「結果の義

務J I行為の義務」を捉えていることがわかる。

( 3 )ジェノサイド条約の適用に関する事件(ボスニア・ヘルツェゴ

ビナ対・ユーゴスラヴィア)

本稿におけるジェノサイド条約の適用に関する事件(以下、ジェノサ

イド条約適用事件判決)とは、ユーゴスラヴィア社会主義共和国連邦

(以下、旧ユーゴ)の崩壊の過程で生じた旧ユーゴ内戦において、とり

わけボスニア内戦中生じたジェノサイド罪に関して、 1993年 3 月、ボス

ニアがユーコ守スラヴィア連邦共和国(以下、新ユーゴ)を相手取って

ICJへ提訴した事件の先決的抗弁判決である。

本件判決では、判決文中において「行為の義務」と「防止の義務」と

の関係性について言及がなされた。すなわち「防止の義務」を説明する

場面において、防止の義務の性質とは“当該[ジェノサイドを防止する]

義務が、ジェノサイドの罪を防止することに関して、国家があらゆる状

況において成功する義務を負うはずがないという意味において、行為の

義務であり、結果のそれではない\“当事国に課される義務とは、むし

ろ可能な限りジェノサイドを防止するため、合理的で利用可能なあらゆ

る手段をとることである"と述べている。すなわちジェノサイドの防止

義務とは、ジェノサイドの発生防止にいかなる時でも成功する義務を諸
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国に課しているのではなく、可能な限りにおいて合理的かっ利用可能な

防止の措置をとる義務であると述べられているO

以上の意味において、本件における「結果の義務J I行為の義務」に

は、 Civil law 上の定義が使用されている。

以上を踏まえると、 Ago が国家責任条文の第一読草案においては、

「結果の義務」および「行為の義務」とは区別した「防止の義務」が、

本件では (Civil law 上の定義における) I行為の義務」の概念と関連

づけられた点、そして、“保護するためのあらゆる適切な措置"が諸国

に要求されることを明示した点において着目されるO

( 4 ) ドイツの対外債務に関する仲裁判決(ギリシャ対ドイツ連邦共

和国)

本件は、第一次世界大戦時、ギリシャが参戦する以前にドイツ軍から

被ったギリシャ国民の財産に関する賠償の問題につき、 1953年 2 月 27 日

にギリシャおよびドイツ間で締結されたドイツの対外債務に関する条約

(以下、ドイツの対外債務に関する条約)にもとづき、両国が交渉義務

を負うか否かが問われた事件である。

当該仲裁裁判において、ドイツの対外債務に関する条約第19条(1 )(a)の

解釈が争点となった。第四条(1)(a)は、以下のように規定する O

“第19条(その他の合意 (Article 19 Subsidiary Agreements)) 

(1)交渉から導かれた合意であって、以下のものに規定されるもの、

(a) 本協定の附属書 I の第11項(ギリシヤードイツ混合仲裁裁判所

(Gr訥o-German Mixed Arbitral Tribunal Claims)); 

が、ドイツ連邦共和国政府により、適切な承認がなされたのちに、イギ

リスおよびアメリカ合衆国、フランス共和国政府の承認のために提出さ

れる"
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ここで言及される附属書 I の第11項は、以下のように規定される。

11.ギリシヤードイツ混合仲裁裁判所 (Græco-German Arbitral 

Tribunal claims) 

第一次世界大戦語に設オン立されたギリシヤードイツ混合仲裁裁判所

の決定から導かれる、私人による請求に関連した、ギリシャおよびドイ

ツ代表との間で行われた予備的な (preliminary) 意見交換。以上のこと

は更なる議論により (This will be followed by further discussions) 、

その議論の結果として、政府間合意によって行われなければならない。

当該判決では、交渉義務の性質について以下のように言及がなされた。

“(…)本件において交渉協定は、単なる交渉相手方の要求を受け入

れる、ということ以上のものを示唆するO このような結果のために、当

該交渉は、必然、的な (necessary) ものでも望ましいもの (desirable)

でもなし 1。我々は当該協定の条項を以下のように解釈する。すなわち、

初期に拒絶、拒否あるいは否定があったとしても、両当事国は自国の立

場を再考し、かっ互いに妥結に至るという目的に向かつて努力するもの

であると"

本件は「結果の義務J I行為の義務」の分類に直接言及された判例で

はない。しかし Economides は本件を検討したのち、「結果の義務J I行

為の義務」の相互関係について、通常、交渉義務は行為の義務を構成す

るものの、その後結果の義務に変換されるものである、という考察を行っ

ている。彼によれば、“強力な行為の義務あるいは手段の義務は、結果

の義務に変換されうる。反対に、比較的弱い (weak) 結果の義務は、

行為あるいは手段の義務に変換されぅ争。
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第 3 節 国際海洋法裁判所の勧告的意見

第 3 節では、 ITLOS の勧告的意見を分析していく。 ITLOS はそれぞ

れ2011年の国際海底機構の要請に関する勧告的意見(海底紛争裁判部)、

2015年に示した小地域漁業委員会 (SRFC) の要請における勧告的意見

において、「結果の義務J I行為の義務」について、「確保する義務」に

関連した言及を行っているO

これら ITLOS の言及も新たな「結果の義務J I行為の義務」に言及

された例として、検討の価値があると思われるため、第 3 節では、 ITLOS

における勧告的意見を分析する。

( 1 )国際海底機構の要請における勧告的意見

本勧告的意見においては、 2010年 5 月 18 日、国連海洋法条約(以下、

UNCLOS) の附属書E第 4 条 3 項で定められる、深海底の開発事業者

にかかわる「保証国」の責任に関して質問がなされた。要請の主体は国

際海底機構の理事会であるが、ナウル共和国から国連事務総長への提案

が要請の発端である O

保証国の負う義務は“確保する義務"と呼ばれ、以下のように説明さ

れた。

“保証国の‘確保する'義務は、いついかなる場合でも(…)結果を

達成する義務ではない。むしろ、これは結果を得るために適切な措置を

とり、最大可能な努力をし、最善を尽くす‘義務なのである。国際法に

おける近年の用語法を使用すれば、この義務は‘行為の'義務であり'、

‘結果の'義務ではなく、かっ‘相当の注意'義務であると性格づけら

れる"。

また海底紛争裁判部では、 1目当の注意"義務と“行為の"義務との

関連性が、前述の Pulp Mills Case の判決からはっきりと出現してい
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る、と述べている。

本件における「結果の義務J I行為の義務」とは、 Civil law 上のそ

れである。

本件勧告的意見は、一定の義務の性格を説明するために、「結果の義

務J I行為の義務」の区別だけではなく、その他の「確保する義務J I相

当の注意義務」といった他の概念による説明が行われている点で着目さ

れる。

( 2 )小地域漁業委員会 (SRFC) の要請における勧告的意見

本件は、アフリカ沿岸国 7 ヵ国で構成される小地域漁業委員会(以下、

SRFC)が、沿岸国の排他的経済水域(以下、 EEZ) 内で行われる違法・

無報告・無規制漁業(以下、 IUU 漁業)の増加を懸念し、 IUU 漁業に

対する旗国の義務などに関して ITLOS へ意見を求めた事例であるO

本勧告的意見の請求主である SRFC は、“SRFC 加盟国の管轄下にあ

る水域における海洋資源へのアクセス、開発に対する最低条件を定める

条約(以下、 MCA 条約)"にもとづき、海洋資源の開発について協議

を行う国際条約機関である。 SRFC は MCA 条約第33条、および ITLOS

規程第21条にもとづき、 ITLOS へ勧告的意見を要請した。 ITLOS は、

海底紛争裁判部以外の法廷による勧告的意見の制度を明示的に定めてい

なかったが、管轄権を認定したo

SRFC によって提出された質問は、以下の 4 つである。

1 .違法、無報告、無規制漁業(IUU 漁業)活動が第三国の EEZ 内で

行われていた場合、旗国の義務は何か?

2 .自国の旗を掲げた船舶が行う IUU 漁業活動に対して、旗国はどの

範囲で責任を負うか?

3. 国際機関あるいは旗国と締結する国際協定の枠組み内において漁業

ライセンスが発給された場合、国家あるいは国際機関は、問題の船
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舶による沿岸国の漁業法違反に対して責任を負うか?

4. シェアドストックおよび共通利益ストック、とりわけ小型回遊性魚

種および、マグロの持続可能な管理について、沿岸国の権利義務とは

何か?

これらの質問のうち、 ITLOS は質問の 1 、 2 、 4 に関連するそれぞ

れの義務が「相当の注意義務J I確保する義務」であると述べ、「相当の

注意義務J I確保する義務」の内容を説明するために、前述の国際海底

機構の要請における勧告的意見の考察を引用しつつ、以下のように説明

を行っている。すなわち、

“(…) IUU 漁業の場合、 MCA 条約の当事国ではない旗国の義務は、

(…)‘行為の義務'である O 言い換えれば、海底紛争裁判部の勧告的意

見において述べられた通り、これは自国の旗を掲げた船舶による IUU

漁業を防止するために‘適切な措置をとること、最大可能な努力をする

こと、最善を尽くす'義務なのである"。そして“このことは、 SRFC

加盟国の EEZ 内における IUU 漁業に従事しないことが要求されている

場面において、旗国が自国の旗を掲げた船舶による遵守を達成する義務

であることを意味しない。旗国は自国の旗を掲げた船舶による IUU 漁

業を防止するため、遵守を確保するためにあらゆる必要な措置をとる

‘相当の注意義務'を負っている"。

本件における「結果の義務J I行為の義務」の内容は、 Civil law 上

のそれである O また国際海底機構の要請における勧告的意見において述

べられた「行為の義務J I確保する義務J I相当の注意義務」の関係に対

する説明が、本件においても踏襲されている。
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第 5 章分析および評価

第 5 章では、以上の学説および判例の動向について整理を行い、分析

および評価を加えていく。

第 1 節学説に関する評価

学説の動向に関しては、国家責任法上の立ち位置を批判する立場と、

国家責任法の枠組みとは一定程度距離を置いた状態で義務の分類を評価

する立場の違いに留意する必要があるO 前者は本稿で検討された Crawford

の批判が該当し、後者は本稿で紹介された Wolfrum ， Gautier , Economides 

の見解が該当する O

「結果の義務J I行為の義務」概念は一次規則の解釈が行われる際に

持ち出される概念であり、一次規則違反の帰結を扱う責任法の枠組みに

必ず関連する概念であるとは言い難い。このことは Crawford の指摘、

および国家責任条文案の起草作業中、各方面から寄せられた批判からも

明らかであり、近年の判例を踏まえて「結果の義務J I行為の義務」を

分析する論者によっても同意されているところである。

一方で、責任法の枠組みが発動するまでには、必ず義務違反認定が行

われねばならなし、。義務違反認定を行ううえで、国際法上の規定がどの

ような内容であるのかを描写する作業は現実的に非常に重要である。

Crawford が批判したとおり、国家責任が認定されるうえで、必ず

「結果の義務J I行為の義務」概念が引用されており、この概念に依拠し

なければ義務違反認定がままならない、というほどの重要性が同概念に

与えられているとの評価は難しい。しかし判例上同概念が担っている役

割とは、一次規則の解釈に際して義務の性質を描写するというものであ

るから、国家責任法上の重要性を問うという視点は、同概念にとってイ

レギュラーなはずのものである。

近年の論者による「結果の義務J I行為の義務」概念の分析は、義務
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違反認定における同概念の役割、内容について分析を行うもので、これ

は本来の「結果の義務J I行為の義務」が担っていた役割に焦点を当て

直す作業であるといえる。

Crawford でさえ、判例において「結果の義務J I行為の義務」概念

がしばしば言及を受けていることを認めている。

Wolfrum はこの点について、たとえば“コメンタリでも述べられて

いるように、これらは国際義務の射程および内容を決定するためのもの

ではな"いと述べているほか、あらゆる一次規則が「結果J I行為」の

2 つに区分されるとは言い難いとして Ago の分類を批判している点で

Crawford と同様の立場をとるものの、さらに国際法学における国際義

務の分類論のありかたについて検討している。彼によれば、国際義務を

履行する際の国家の裁量を示すためには「結果の義務J I行為の義務」

という 2 分類では不十分である。さらに、「目的志向的義務J I私人に対

して特定の行為を要求する義務」の 2 つが加えられるべきであるという。

Gautier も、国際条約の規定が必ず「結果の義務J I行為の義務」の

二つに区分されるわけではなく、当該区別の有用性を過大評価してはな

らない、という点については Crawford と見解を共有している o Gautier 

はこのように述べつつも、 “当該区別の有用性とは、義務の各カテゴリ

の違反が、特定の方式で評価されねばならないことを示すことである"

と結論づけている。

Economides も、「行為の義務J I結果の義務」の区別が明確ではない

事例が存在することを指摘している。

したがって、国家責任条文案の成立後の国際法学においては、国家責

任法上の位置付けを問う分析から転じて、義務違反認定における「結果

の義務J I行為の義務」概念の実際を評価するという分析枠組みにおい

て分析がなされていくこととなるだろう。

以上の点を踏まえ、第 2 節では、主に本稿第 4 章第 3 節において概観

された判例について、筆者による分析を行う。
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第 2 節判例に対する評価

「行為の義務J I結果の義務」概念については、 Ago による定義と

Civil law 上の定義が存在するが、判例上はほぼ Civil law 上の定義が

使用されていることに疑いはない。ただし国家責任条文案第一読草案を

もとに検討がなされた ELSI 事件における Schwebel 判事の反対意見は、

Ago による定義が採用されている O

ただし同概念について指摘できるのは、定義の差異のみではない。

ICJ によるジェノサイド条約適用事件、 ITLOS による 2 つの勧告的

意見では、「行為の義務」概念が、「すべての適切な措置をとる」義務や

「相当の注意義務」と関連づけられ、義務違反認定のために損害が必要

か否かの判断や、義務違反の時点の特定に寄与している点が指摘される。

これらの事例では、義務履行のための手段選択の裁量が国家にあるか否

か、結果達成が要求されているか否か、という点、および特定の義務違

反の認定方法を示すという点で、「結果の義務J I行為の義務」概念は指

針を提供している。しかしながら、とりわけ本節で挙げられた事例にお

ける一次規則の区別の活用は、近年の論者らが主張するよりもラフにな

されているようにみえる。

近年の論者は一次規則の分類について、多かれ少なかれ「行為の義務」

「結果の義務」の区別の限界を自覚したうえで、特定の違反認定方法の

推定、義務の明確性および確実性や履行に関するリス夕、偶発性を元に

区別するなどして要素を特定しようと試みている。

対して ICJ および ITLOS による「結果の義務J I行為の義務」の区

別は、このほかの一次規則の分類を組み合わせた表現がなされているO

このような文脈のなかでは、本来「結果J I行為」を区別していた確実

性や明確性といった要素が無視され、義務違反認定の方式を推定させる

という機能だけが強調されているO

上述のとおり、一次規則の区別に関連する「結果の義務J I行為の義

務」概念は、国家責任法を語るうえで必須の概念、とまではし 1かないもの
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の、国際義務の性質を解釈するうえで有用性を認められるれっきとした

法概念の一つで、ある O 判断権者に有利な解釈を推定させるような怒意的

な活用がなされないよう、これらの概念の解釈および活用には、より慎

重かっ厳密な態度が必要とされる。

(了)

(1) 国際法委員会によって起草された国家責任条文案第一読草案の第21条(特定の結果

の達成を要求する国際義務の違反)を参照のこと。条文は以下のとおり。

1.自らが選択する手段によって国が特定の結果を達成することを要求する国際義

務の当該国による違反は、当該義務により当該国に要求された結果が採用され

た行為により達成されない場合に存在する。

2. 国の行為が国際義務によって当該国に要求されている結果と一致しない状況を

生じさせたが、それにもかかわらず同ーのまたは同等の結果が当該国のその後

の行為によって達成されることを当該義務が許容している場合には、当該国が

その後の行為によっても当該義務により当該国に要求された結果を達成できな

い場合にのみ、当該義務の違反が存在する。

( 2) 国際法員会によって起草された国家責任条文案第一読草案の第20条(特定の実施態

様の採用を要求する国際義務の違反)。条文は以下のとおり。

国に特定の実施態様の採用を要求する国際義務の当該国による違反は、当該国の

行為が当該義務により当該国に要求されていることと一致しない場合に存在する。

(3) A/CN. 4/498 and Add. 1-4 (17 March , 1 and 30 April , 19 July 1999)(hereinafter, 

Crawford 2nd report) , para.61 , p. 22. 

(4 ) 訳語など、につき、川岸繁雄「イラン・アメリカ請求権裁判所( 1)J r神戸学院法学」

第28巻第 4 号 0999年)を参照。

( 5 ) 単純に「結果の義務J I行為の義務」という用語が使用されている ICJ 判決はほか

にも存在するものの、本稿では主に国家責任条文の成立以降、判例の動向を分析した

うえで同概念の機能および有用性を分析する学説の立場の違いに着目することから、

挙げた論者によって言及されていない判決は本稿での検討の対象外とする。なお、

ICJ において同概念が使用されているのは、取り上げたものを含め以下のようになる。

; ELSI 事件 (Schwebel 判事の反対意見) 0989年)、ジェノサイド条約適用事件本案

判決(判決本文、 Ranjeva 判事の個別意見、 Skotnikov 判事の宣言、 Kreca 判事の個

別意見) (2007年)、ガブチコヴォ・ナジマロシュ事件判決(判決本文) 0997年)、核兵
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器による威嚇文は核兵器使用の合法性に関する勧告的意見(意見本文) (1996年)、人

権委員会特別報告者の訴訟手続き免除にかんする紛争に関する勧告的意見(意見本文、

Koroma 判事の反対意見) (1999年)、ラグラン事件判決(判決本文) (2001年)、コン

ゴ領域における軍事活動事件判決(コンゴ対ウガンダ)(Perra -Aranguren の個別意

見、 Tomka の宣言) (2005年)、コンゴ領域における軍事活動事件判決・先決的抗弁

判決(コンゴ対ルワンダ) (Mavungu 判事の反対意見) (2001年)、ノf レスチナ占領地

域における壁建設の法的効果に関する勧告的意見 (Elaraby 判事の個別意見)(2004年)、

ウルグアイ川におけるパルプ工場事件判決・本案判決 (Trindade 判事の個別意見)

(2010年)、刑事共助事件判決(判決本文)(2008年)、アヴェナ対メキシコ事件判決解

釈請求事件判決(本文、 Koroma 判事の宣言、 Sepulveda-Amor 判事の反対意見)

(2009年)、 1995年 9 月 13日の暫定協定第11条違反事件判決(判決本文) (2011年)。

( 6) Crawford 2nd report , suprα note 3, p. 24, para. 68. 

( 7) Colozza Judgment , European Court of Human Rights , no. 9024/80, (12 

February 1984). 

( 8 ) 1 bid, p. 10, para. 28. 

( 9 ) 1 bid, p. 11 , para. 30. 

(10) Tomuschat , "What is the 'breach' of the European Convention of Human 

Rights" , in Lawson. R. & M de (eds.) , The dynαmic 01 the protection 01 
humαn rights in Europe: essays in honour 01 Henry G. Schermers (Murtinus 
Nijhoff Publishers , 1994), voUII , pp , 315-335. 

(11) Crawford 2nd report , suprα note 3, p. 22 , para.61. 

(12) Id. 

(13) Tomuschat の論文において、 Colozza 事件は“欧州人権裁判所において明確に ILC

の用語に依拠している唯一の事例である"と紹介される。そして結論が結果と義務目

的との不一致から単純に違反が導かれるのではなく、他の要素が介在していることを

批判する。 See， Tomuschat, suprα note 10, p. 329. 

(14) Elettronica Sicula S. p. A. (ELSI), Judgment , 1. C. J. Reports 1989 

(hereinafter, ELSI case) , p. 15. 

(15) Elettronica Sicula S. p. A. (ELSI) , Dissenting Opinion of Judge Schwebel , 

1. C. J. Reports , 1989 (hereinafter, ELSI case Dissenting opinion of Judge 

Schwebel), pp. 94-110. 

(16) ELSI case, suprα note 14, pp. 71-72 , para. 120. 

(17) 1 bid, p. 76, para. 128. 

(18) ELSI case Dissenting opinion of Judge Schwebel , suprα note 15 , p. 104. 

(19) 1 bid, p. 106. 

(20) Id. 

(21) 1 bid, p. 105. 



(22) 例えば 1 bid, p. 105, p. 107. 

(23) Id. 
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(24) Crawford 2nd report , suprα note 3, p. 23 , para. 63. 

(25) Award No. 590-A15 (IV)/ A24-FT , 28 December 1998, World Trade and 

Arbitration Materials , vol. 11 , No. 2 (1999) , p. 45. 

(26) Crawford 2nd report , suprα note 3, p. 23 , para. 65. 

(27) Id. 

(28) 1 bid, p. 24, para. 66. 

(29) 1 bid, p. 24 , para. 67. 

(30) Id. 

(31) Id. 

(32) 1 bid, p. 24 , para , 68. 

(33) Dispute Concerning Access to Information under Article 9 of the OSP AR 

Convention (Ir. v. U. K. )(Perm, Ct. Arb. 2003), available at http://www.pcaｭ

cpa.org / showpage. asp ?pag_id= 1158. 

(34) 1 bid, p. 11 , para , 19. 

(35) 1 bid, p. 18, para , 38. 

(36) 1 bid, p. 36, para. 111. 

(37) 1 bid, p, 42 , para. 135. 

(38) 1 bid, p. 43 , para. 137. 

(39) R�iger Wolfrum , "Obligation of Result Versus Obligation of Conduct: 
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